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・新型コロナウイルスが世界的に感染拡大している
中、国際的な人の往来が抑制され、国内に在留す
る外国人は帰国を希望しても帰国が困難な状況。

・在留する外国人のうち、新型コロナウイルス感染
症の影響を受けた景気後退により、技能実習生、
留学生を含む在留外国人が、企業・アルバイト先等
から解雇され、職を失う事態が発生している。
※令和3年3月時点で、上記対象者は約5万人を超える。

【出展】令和3年1月29日「困窮した我が国に在留する外国人への緊急対応方針についての御報告」より
（コロナ禍における困窮在留外国人対策関係省庁タスクフォース）

我が国に在留する外国人の状況について

この状況は、今も続いている・・・ 1



より良い外国人医療の提供に向けた日本医師会の考え

関係省庁や団体等から外国人医療に関する様々な情報が発信されているものの、
必要な情報収集に困っている外国人患者の傍らで、その対応に苦慮している医
師をはじめとする医療関係者もいるのが実態である。

【日医定例記者会見】令和3年3月3日：新型コロナウイルス感染症にかかる外国人医療について
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（記事URL）https://www.med.or.jp/nichiionline/article/009909.html

https://www.med.or.jp/nichiionline/article/009909.html


より良い外国人医療の提供に向けた日本医師会の考え

１．コロナ対策の周知・広報（ワクチン接種を含む）の徹底

２．外国人のワクチン接種特例対応（住民票所在地以外での接種）の実施

３．予診票や問診票の多言語対応・全国統一フォームの作成

４．ワクチン集団接種に係る医療通訳費用等の負担免除

５．ワクチン接種証明書の発行及び日本語・外国語の併記対応

６．平日を含むワンストップ窓口の２４時間対応

【日医定例記者会見】令和3年3月3日：新型コロナウイルス感染症にかかる外国人医療について

外国人患者と医療機関を守るために、厚生労働省へ６項目の施策を要望した
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１．外国人医療に関するポータルサイトの新設

外国人医療を行う医療機関の支援を目的に、日本医師会ホームページ内に外
国人医療関連情報を取りまとめたポータルサイトを開設し、外国人医療に関
する有益な情報を「日本医師会の取組」「医療機関向け支援」「外国人向け
の支援」の３項目に分けて情報の整理を行い、広報・周知を実施。

https://www.med.or.jp/doctor/region/fmc/010124.html※ポータルサイトURL 4

https://www.med.or.jp/doctor/region/fmc/010124.html


２．外国人のワクチン接種特例対応（住民票所在地以外での接種）の実施

７月２日付厚生労働省健康局長通知により、やむを得ない事情があり、住民
票所在地において接種を受けることができないと考えられる者として、『コ
ミュニケーションに支援を要する外国人や障害者等がかかりつけ医の下で接
種する場合』が追加された。

外国人も日本人同様に、原則、住民票所在地においてワクチン接種を受ける
対応では、コミュニケーション不足等により生じる事故に晒される可能性が
ある。コミュニケーションに支援を要する外国人については、市区町村の枠
を越えて、日常的に外国人を受診しているところで受けられる仕組みを講じ
るべきではないか。

要望内容

対応結果

厚生労働省へ働きかけた結果、実現した

※新型コロナウイルス感染症に係る予防接種の実施に関する手引き（3.2版）77～78頁より
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３．予診票や問診票の多言語対応・全国統一フォームの作成

厚生労働省で予診票の17言語対応を作成

日医外国人医療に関するポータルサイトに
リンクを掲載

健康診断問診
票についても
多言語対応
（13言語）
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４．ワクチン集団接種に係る医療通訳費用等の負担免除

医療機関による費用負担が懸念されたが、集団接種の際の通訳費用等につい
ては、『新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業』の活用が可能とな
り、地方自治体から外国人のワクチン接種における好事例が挙がっている。

【事例①】2021年６月28日付 岐阜新聞 【事例②】2021年７月14日付 NHK NEWS WEB
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５．ワクチン接種証明書の発行及び日本語・外国語の併記対応

入国の際にPCR検査結果等の陰性証明やワクチン接種証明を求められる中、
日本国内で不当な差別とならない様、最大限配慮をしつつ、諸外国（ヨー
ロッパ等）の取扱いを鑑みて、ワクチン接種証明書の発行を検討すべきで
はないか。

厚生労働省へ働きかけた結果、実現した

※第1・２回新型コロナワクチン接種証明書発行手続
に関する自治体向け説明会より
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要望内容



６．平日を含むワンストップ窓口の２４時間対応

都道府県が設置主体である平日ワンストップ窓口の状況を踏まえて、専門家
がいない不慣れな都道府県へ設置をするよりも、全国１～２か所にきちんと
対応ができる総合窓口を設置（専門業者へ委託も含む）された方が、効率的
で質の向上が図れるのではないか？また、外国人が日本の保険制度を知らな
いために生じるトラブルもある。ワンストップ窓口の在り方について医療機
関・外国人の双方に対応し得る体制を目指すべきではないか。

厚生労働省へ働きかけた結果、実現した

７月１３日付厚生労働省事務連絡より、オリンピック・パラリンピック東京
大会が開催される令和３年７月から９月においては、医療機関支援に万全を
期す観点から、平日･休日とも２４時間電話相談を受付けることになった。

対応結果

要望内容
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※「医療機関における外国人対応に資する夜間・休日対応ワンストップ窓口」のオリンピック・
パラリンピック東京大会期間中の平日24 時間営業についてより



最後に

新型コロナウイルス感染拡大防止策については、日本人のみ
ならず、外国人にも目を向けたきめ細かい対応が求められる。
地域において質の高い医療を提供し、言葉や文化の壁を乗り越
えるためには、個別医療機関の自助努力のみならず、国・自治
体・医師会等の支援・連携が極めて重要である。

日本医師会は、本日から競技が始まるオリンピック・パラリ
ンピックの成功に向けて、全力で支援するのはもちろんのこと、
コロナ収束後、以前のような訪日・在留外国人が往来する将来
を見据え、今からできる事を着実に進めていくために、引き続
き、取組む所存である。
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参考資料
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在留外国人数 外国人労働者数 総人口に占める割合

平成20年９月 いわゆるリーマン・ショック

※ 在留外国人数は，平成２３年までは外国人登録者数を，平成２４年以降は在留外国人数をそれぞれ示している。
※ 外国人労働者数は，厚生労働省「『外国人雇用状況』の届出状況まとめ」（各年１０月末現在の統計）による（ 外国人雇用状況の届出
制度は，平成１９年１０月１日から開始されているため，平成２０年以降の推移を示している。 ）。

※ 「総人口」は，各年１０月１日現在人口推計（総務省統計局）によるものである。

昭和 平成 令和

平成23年３月 東日本大震災

令和２年 新型コロナウイルス感染症の流行

平成24年７月
新しい在留管理制度の導入

平成２年６月
在留資格の整備

（千人）

令和２年６月末
288万5,904人

令和元年末
293万3,137人

172万4,328人

48万6,398人

（%）

2.32%

0.80%

平成22年７月
「技能実習」在留資格の創設
「留学」と「就学」の一本化

在
留
外
国
人
数
及
び
外
国
人
労
働
者
数

我
が
国
の
総
人
口
に
占
め
る
割
合

平成29年11月
技能実習法の施行

平成31年４月
「特定技能」制度の創設

（出展）出入国在留管理庁︓第1回外国人との共生社会の実現のための有識者会議（R3.2.24） 12
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対前年増加率

②就労目的で在留が認められる者 約36.0万人
(いわゆる「専門的・技術的分野」）
・一部の在留資格については，上陸許可の基準を「我が国の産業及び
国民生活に与える影響その他の事情」を勘案して定めることとされてい
る。

①身分に基づき在留する者 約54.6万人
(｢定住者｣（主に日系人），「永住者」，「日本人の配偶者等」等)
・これらの在留資格は在留中の活動に制限がないため，様々な分野で
報酬を受ける活動が可能。

③特定活動 約4.6万人
（ＥＰＡに基づく外国人看護師・介護福祉士候補者，ワーキングホリ
デー，外国人建設就労者，外国人造船就労者等）
・「特定活動」の在留資格で我が国に在留する外国人は，個々の許可
の内容により報酬を受ける活動の可否が決定。

④技能実習 約40.2万人
・技能移転を通じた開発途上国への国際協力が目的。
・平成22年7月1日施行の改正入管法により，技能実習生は入国１年
目から雇用関係のある「技能実習」の在留資格が付与されることになっ
た（同日以後に資格変更をした技能実習生も同様。）。

⑤資格外活動（留学生のアルバイト等） 約37.0万人
・本来の在留資格の活動を阻害しない範囲内（1週28時間以内等）で，
相当と認められる場合に報酬を受ける活動が許可。

厚生労働省「『外国人雇用状況』の届出状況まとめ」に基づく集計（各年10月末現在の統計）

（千人）

■①身分に基づき在留する者
■②就労目的で在留が認められる者
■③特定活動
■④技能実習
■⑤資格外活動

172万4,328人

108万3,769人

48万6,398人

（出展）出入国在留管理庁︓第1回外国人との共生社会の実現のための有識者会議（R3.2.24） 13



令和２年（２０２０年）６月末

外国人登録者数：２０８万７,２６１人 在留外国人数：２８８万５,９０４人

※ 平成２２年末の外国人登録者数（２０８万７,２６１人）は，外国人登録者数のうち中長期在留者に該当し得る在留資格をもって在留する者及び特別
永住者の数である。

※ 平成２２年末の「技術及び人文知識・国際業務」の数は，「技術」及び「人文知識・国際業務」の数を合算したものである。
※ 平成２２年末の「技能実習及び研修」の数は，「技能実習」，「特定活動」（技能実習）及び「研修」の数を合算したものである。

平成２２年（２０１０年）末

「技能実習」及び「技術・人文知識・国際業務」 の構成比が大幅に上昇（「技能実習」：７．６％→１３．９%，「技
術・人文知識・国際業務」：５．５％→１０．０％）している。

１０年後

永住者

800,872 人

27.8%

技能実習

402,422 人

13.9%

特別永住者

309,282 人

10.7%

技術・人文知識・

国際業務

288,995 人

10.0%

留学

280,273 人

9.7%

定住者

203,847 人

7.1%

家族滞在

200,299 人

6.9%

日本人の

配偶者等

143,759 人

5.0%

特定活動

72,440 人

2.5%

永住者の

配偶者等

42,207 人

1.5%

その他

141,508 人

4.9%

永住者

565,089人

27.1%

特別永住者

399,106人

19.1%
留学

201,511人

9.7%

日本人の

配偶者等

196,248人

9.4%

定住者

194,602人

9.3%

技能実習及び研修

159,431人

7.6%

家族滞在

118,865人

5.7%

技術及び

人文知識・国際業務

115,059人

5.5%

技 能

30,142人

1.4%

特定活動

（技能実習除く）

22,294人,1.1%

その他

84,914人

4.1%

（出展）出入国在留管理庁︓第1回外国人との共生社会の実現のための有識者会議（R3.2.24） 14



令和２年（２０２０年）６月末平成２２年（２０１０年）末

外国人登録者数：２０８万７,２６１人

中国

678,391 人

32.5%

韓国・朝鮮

560,799 人

26.9%

ブラジル

228,702 人

11.0%

フィリピン

200,208 人

9.6%

ペルー

52,385 人

2.5%

米国

49,821 人

2.4%

ベトナム

41,354 人

2.0%

タイ

38,240 人

1.8%

インドネシア

24,374 人

1.2%

インド

21,723 人

1.0%
その他

191,264 人

9.2%

中国

786,830 人

27.3%

韓国

435,459 人

15.1%

ベトナム

420,415 人

14.6%

フィリピン

282,023 人

9.8%

ブラジル

211,178 人

7.3%

ネパール

95,367 人

3.3%

インドネシア

66,084 人

2.3%

台湾

59,934 人

2.1%

米国

57,214 人

2.0%

タイ

53,344 人

1.8%

その他

418,056 人

14.5%

「ベトナム」 の構成比が，大幅に上昇（２．０％→１４．６％）している。

在留外国人数：２８８万５,９０４人

※ 平成２２年末の外国人登録者数（２０８万７,２６１人）は，外国人登録者数のうち中長期在留者に該当し得る在留資格をもって在留する者及び特
別永住者の数である。

※ 「韓国・朝鮮」について，平成２３年末の統計までは，外国人登録証明書の「国籍等」欄に「朝鮮」の表記がなされている者と「韓国」の表記がな

されている韓国籍を有する者を合わせて「韓国・朝鮮」として計上していたが，平成２４年末の統計からは，在留カード等の「国籍・地域」欄に「韓

国」の表記がなされている者を「韓国」に，「朝鮮」の表記がなされている者を「朝鮮」に計上している。

※ 「台湾」について，台湾の権限ある機関が発行した旅券等を所持する者は，平成２４年７月８日までは外国人登録証明書の「国籍等」欄に「中国」
の表記がなされていたが，同年７月９日以降は，在留カード等の「国籍・地域」欄に「台湾」の表記がなされており，平成２４年末の統計からは「台
湾」の表記がなされた在留カード等の交付を受けた者を「台湾」に計上している。�

（出展）出入国在留管理庁︓第1回外国人との共生社会の実現のための有識者会議（R3.2.24） 15
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【参考】都道府県別在留外国人総数（2020年6月）2,885,904人

（出展）在留外国人統計2020年6月末データより

都道府県 人 数

東 京 568,665人

愛 知 276,282人

大 阪 253,303人

神 奈 川 235,369人

埼 玉 196,537人

都道府県 人 数

千 葉 167,220人

兵 庫 114,927人

静 岡 100,237人

福 岡 81,556人

茨 城 70,806人
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都道
府県 人数 都道

府県 人数 都道
府県 人数 都道

府県 人数 都道
府県 人数 都道

府県 人数 都道
府県 人数 都道

府県 人数

北海道 40,047 福島 15,411 東京 568,665 山梨 17,129 滋賀 33,963 鳥取 4,991 香川 14,208 熊本 17,803 

青森 6,314 茨城 70,806 神奈川 235,369 長野 37,752 京都 62,510 島根 9,441 愛媛 13,630 大分 13,735 

岩手 8,071 栃木 44,074 新潟 18,309 岐阜 59,741 大阪 253,303 岡山 31,020 高知 4,798 宮崎 7,699 

宮城 23,110 群馬 62,539 富山 19,480 静岡 100,237 兵庫 114,927 広島 56,229 福岡 81,556 鹿児島 12,241 

秋田 4,366 埼玉 196,537 石川 16,173 愛知 276,282 奈良 13,908 山口 17,427 佐賀 7,110 沖縄 20,591 

山形 8,065 千葉 167,220 福井 16,234 三重 56,288 和歌山 7,148 徳島 6,658 長崎 10,448 
未詳
不定 2,341 

（出展）在留外国人統計2020年6月末データより

【参考】都道府県別在留外国人総数（2020年6月）2,885,904人
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